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1．はじめに 

現在，構造耐震指標 sI による耐震診断・耐震補

強 1)が広く行われているが，制振部材による補強

については， sI 値の計算方法が未整備な状況にあ

る。本研究では，2005 年に告示化されたエネルギ

ー法 2)を援用した構造耐震指標 sI （以下，換算 sI

値とする）の計算方法を提案する。本報では換算

sI 値の計算手順および計算例を提示する。なお，

本研究の詳細については文献 3)を参照されたい。 

 

2．制振補強建物の換算 sI 値 

換算 sI 値は(1)～(14)式を計算することによっ

て求める。(2)式と(3)式を比較しそのうちの小さ

いほうを各層の換算 sI 値とする。 
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 i,Ddi,Edi,Dfi,Efi,D EaEaE    (4) 

 i,sfi,fi,Df EWE  　    (5) 

 i,sdi,dpi,dei,Dd EWWE    (6) 

 2i,fui,fui,f QW     (7) 
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   'nQW di,dui,dui,fui,dp  2   (9) 

   fi,fui,fui,maxi,sf nQE   　2   (10) 
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ここで， dT ：損傷限界時の 1 次固有周期，g ：

重力加速度，M ：建物全質量， i,DE ：架構全体の

限界吸収エネルギー， i,Df E ：主架構の限界吸収

エネルギー， i,Dd E ：ダンパーの限界吸収エネル

ギー， i,fW ：損傷限界状態で主架構部分で吸収で

きる弾性エネルギーの吸収量， i,deW ：損傷限界状

態でダンパー部分で吸収できる弾性エネルギー

吸収量， i,dpW ：損傷限界状態内でダンパー部分で

吸収できる塑性エネルギー吸収量， i,sfE ：許容変

形状態内で主架構部分で吸収できる塑性エネル

ギ―吸収量， i,sdE ：許容変形状態内でダンパー部

分で吸収できる塑性エネルギー吸収量， 'nd ：主

架構が弾性範囲内でのダンパー部分の塑性変形

の累積の程度を表す数値(=5)， fn ：主架構の塑性

変形の累積の程度を表わす数値(=2)， dn ：主架構

が塑性範囲内でのダンパー部分の塑性変形の累

積の程度を表す数値(=2)， *
i ：降伏変位に対する

許容変位の比， i,Ef a ： sI 値換算のための主架構

の限界吸収エネルギー i,Df E の調整係数， i,Ed a ：

sI 値換算のためのダンパーの限界吸収エネルギ

ー i,Dd E の調整係数， iγ ：多質点系の補正係数，

ip：各階の保有水平層せん断力係数の iA 分布との

ずれを表わす数値とする。なお，添字の i は層の

位置を示している。 iS や iP など上記以外の記号に

ついては文献 3)を参照されたい。 

 

3．換算 sI 値の解説と算定手順 

3.1 架構全体の限界吸収エネルギー i,DE の算定 

エネルギー一定則の概念（図 1）から，弾塑性

状態において許容できる最大変形 imax, までに層

が吸収するエネルギー（限界吸収エネルギー：図



2）を等価な弾性エネルギー（図 3）に置換したも

のが sI 値であり，制振部材を考慮して架構全体の

限界吸収エネルギー i,DE を陽な形で表現したも

のが換算 sI 値である。 
限界吸収エネルギー i,DE は，各層の主架構およ

びダンパーの復元力特性，エネルギー吸収性能を

考慮し，(4)~(11)式を用いて算定する（図 4）。 

 

(a) 主架構    (b) ダンパー 

図 4 限界吸収エネルギー 

 

3.2 sI 値換算のための限界吸収エネルギーの調 

整係数 i,Ef a と i,Ed a  
主架構の限界吸収エネルギーの調整係数 i,Ef a と

ダンパーの限界吸収エネルギーの調整係数 i,Ed a

は，エネルギー一定則とエネルギー法のエネルギ

ー吸収量の評価の差を補正するため i,Df E と

i,Dd E の調整係数として(12)式および(13)式のよう

に定めている。 

i,Ed a は図 5 に示すように地震応答解析結果の 

 

 

バラつきを考慮して定めており，平均値 50.　 に

相当するものとなっている。 

3.3 損傷集中の考慮 

換算 sI 値では(3)式で表すように，架構全体の限

界吸収エネルギー量を各層に必要とされるエネ

ルギー吸収量の割合で基準化して当該層の耐震

性を表現する。これにより，損傷集中の程度を sI

値に反映させている（図 6）。 

  

3.4 多質点系の補正係数 iγ  

i は1質点系の換算 sI 値を多質点系に拡張する

際に生じる差を補正する係数として定めている。 

 3，5，10 質点のモデルに対して損傷集中層を設

け，耐力・剛性を相対的に低下させたときの i を

図 7 に示す。図 7 から，全体をほぼ包絡し安全側

となるように(14)式を定めている。 
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図 1 エネルギー一定則     図 2 限界吸収エネルギー    図 3 弾性置換エネルギー

図 5 調整係数 Ef a ， Ed a と μ の関係

図 6 損傷集中層の概念 

図 7 補正係数 iγ と  ii pave/p の関係



4. 換算 sI 値の計算例 

ダンパー補強を施した鉄骨造建物に対してエ

ネルギー法 2)4)による耐震計算を行い，換算 sI 値

を算定する。対象は 1981 年以前の旧基準で設計

された事務所建物と体育館である。なお，本節の

計算例の詳細は，文献 5)に掲載予定である。 

4.1 履歴型ダンパーで補強した中低層 S造建物 

 対象建物の一般階平面図，Y1 および Y4 通り軸

組図をそれぞれ図 8，図 9 に，架構とダンパー部

材断面を表 1，表 2 に，各層の荷重変形関係を図

10 に示す。表 3 のエネルギー法の計算結果では主

架構が弾性限界までに架構全体が吸収できるエ

ネルギー量が入力されるエネルギー量をわずか

に上回る。表 4 に換算 sI 値の算定結果を示す。1

層に損傷が集中する傾向を示すが，換算 sI 値は全

層で 70.I s  を上回るダンパー配置となっている。 

4.2 履歴型ダンパーで補強した鉄骨造体育館 

 対象建物の梁間構面軸組図，桁行構面軸組図，

屋根伏図をそれぞれ図 11～13 に示す。屋根を含

めた各節点を図 11 のように層とみなす。部材断

面を表 5 に示す。主架構の水平抵抗要素は引張ブ

レースであり復元力特性はスリップ型である。 

1，2 層の荷重変形関係を図 14 に示す。エネル

ギー法の計算結果を表 6 に示す。ダンパーでの補

強により，エネルギー法で要求される建物性能の

1.5 倍のレベルを建物に持たせている。1，2 層で

ほぼ全ての入力エネルギーを吸収する。表 7 に換

算 sI 値を示す。損傷が集中する 1，2 層でも，換

算 sI 値が 0.9 以上となるダンパー配置となってお

り，全層で 70.I s  を上回っている。 
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図 8 一般階平面図 

図 9 Y1，Y4 通り軸組図 

(a) 第 1 層           (b) 第 2 層          (c) 第 3 層 
図 10 各階の荷重増分解析結果および復元力特性のモデル化 

表 4中低層 S造建物の換算 sI 値 

層
降伏変位
δfui(mm)

許容変位
δmax,i(mm)

fED,i

(kN・m)
dED,i

(kN・m)
faE,i daE,i

ED,i

(kN・m)

Si

ΣSi

Si(pi・pti)
-n

∑Si(pi・pti)
-n

γi cIs,i
CON

sIs,i
CON Is,i

CON

3 29.2 35.0 46.7 61.7 0.54 0.50 56.1 0.18 0.05 1.1 1.32 0.71 0.71

2 30.6 35.0 40.8 200.8 0.60 0.50 124.7 0.35 0.39 1.1 0.71 0.76 0.71
1 34.6 38.0 37.5 366.7 0.67 0.50 208.4 0.48 0.55 1.1 0.77 0.83 0.77

有効周期 Ts(sec) 0.80
エネルギーの速度換算値 Vs(m/sec) 1.38
建物全体の質量 M(ton) 639.3

作用するエネルギー （1/2）MVs2(kN・m) 605.0

主架構の弾性歪みエネルギー （kN・m） 50.7
ダンパーの弾塑性ひずみエネルギー（kN・m） 568.7
保有エネルギー吸収量 We(kN・m) 619.4
必要エネルギー吸収量Es(kN・m) -14.4

幅(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

3 40 19 2850 LYP100

2 130 19 2850 LYP100
1 110 19 2945 LYP100

塑性化部
鋼種層

部位 部材断面 鋼種

柱 H-300×300×10×15 SS400

梁 H-600×200×11×17 SS400
小梁 H-300×150×6.5×9 SS400

表 2 ダンパー部材断面 

表 1 主架構部材断面 

表3中低層S造建物のエネルギーの計算



5. まとめ 

i) 履歴型ダンパーで補強した建物の耐震性評価

法として，建築物の限界吸収エネルギーを陽

な形で表現する(1)～(3)式の換算 sI 値を提案

した。 

ii) 旧基準で設計された鉄骨造建物を履歴型ダン

パーにより補強し，その耐震性を換算 sI 値に

より評価できることを確認した。 

 本研究の成果が，制振部材による建物の補強と

耐震改修体の促進に寄与することを期待したい。

なお，本研究の詳細については文献3)，5)を参照

されたい。 
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有効周期 Ts(sec) 0.28
エネルギーの速度換算値 Vs(m/sec) 0.54
建物全体の質量 M(ton) 171.9

作用するエネルギー （1/2）MVs2(kN・m) 20.0

主架構の弾性歪みエネルギー （kN・m） 4.8
ダンパーの弾塑性ひずみエネルギー （kN・m） 25.3
保有エネルギー吸収量 We(kN・m) 30.1

保有エネルギー余裕度 We/（(1/2)MVs2) 1.5

部位 鋼種

T H -600 ×200 ×11 ×17 SS400

G1，G2 H -300 ×150 ×6.5 ×9 SS400
C1 H -600 ×200 ×11 ×17 SS400
C2 H -400 ×200 ×8 ×13 SS400
B1 H -200 ×100 ×5.5 ×8 SS400
BR1 L -65 ×65 ×6 SS400
BR2 φ 22 SS400
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図 13 屋根伏図 

図 11 梁間構面軸組図 

図 14 荷重変形関係 

図 12 桁行構面軸組図 

表 5 主架構の部材断面 

表 7 体育館の換算 sI 値

4F 
3F 

2F 

1F 

層
降伏変位
δfui(mm)

許容変位
δmax,i(cm)

fED,i

(kN・m)
dED,i

(kN・m)
faE,i daE,i

ED,i

(kN・m)

Si

ΣSi

Si(pi・pti)
-n

∑Si(pi・pti)
-n γi cIs,i

CON
sIs,i

CON Is,i
CON

4 11.94 11.94 4.5 0.0 1.00 0.50 4.5 0.05 0.00 1.10 231.8 2.21 2.21

3 11.94 11.94 9.1 0.0 1.00 0.50 9.1 0.11 0.00 1.10 142.1 2.01 2.01
2 8.97 8.97 2.0 10.5 1.00 0.50 7.3 0.36 0.44 1.10 0.91 1.01 0.91
1 7.38 7.38 2.8 14.8 1.00 0.50 10.2 0.48 0.56 1.10 0.96 1.03 0.96

表 6 体育館のエネルギーの計算


